
 

 

令和７年度第７回人事委員会 会議結果<概要> 

 

１ 日 時 

令和７年６月 24 日（火）午後２時 00 分～午後２時 55 分 

 

２ 場 所 

人事委員会 審理室（都庁第一本庁舎南塔 41 階） 

 

３ 出席者 

（委 員）中西委員長、山極委員、山﨑委員 

（事務局）丸山事務局長、谷任用公平部長、斎藤試験部長、渡邉審査担当部長、西巻総

務課長、柳清水任用給与課長 

 

４ 議 事 

＜議  案＞ 

第 15 号議案  令和７年度主任級職選考の実施並びに同実施要綱の決定について 

第 16 号議案  「職員の採用・昇任等に関する一般基準」等の一部改正について 

第 17 号議案  東京都規則の一部改正の承認について（勤務時間関係） 

第 18 号議案  任期付職員の採用の承認について 

  



第 15 号議案  令和７年度主任級職選考の実施並びに同実施要綱の決定について 

 

標記議案について、事務局から、制度改正内容、受験資格、選考内容、選考日程等につ

いて原案のとおり決定したい旨、説明した。 

 

 委員より、種別Ａの在職期間の上限について確認があり、種別Ａから種別Ｂの本則に移

行する年次として、採用区分ⅠＢを基準に採用区分ごとに設定している旨説明した。 

 

 また、委員より、「女性の合格率」が高いにも関わらず、女性の登用が進んでいない要因

として、（年齢及び在職期間を満たした）女性の有資格者の受験率が低いことがあるのでは

ないかとのことで、今後は女性の受験率向上に向けた施策に取り組むべきではないかとの

意見があった。 

 

 委員の意見に加えて、他の委員からも、女性の有資格者の受験率が低いことについて現

在の分析状況について確認があり、事務局より、「アンコンシャスバイアス」が要因の一つ

としてあるのではないかと説明し、委員からも引き続き分析を続けるよう、話があった。 

  

続いて、委員から、職種「土木」について、名称を変えてイメージを良くしたことによ

り、採用者数が上昇した事例の紹介があった。 

 

 最後に、委員より、女性内訳が０人である選考区分「産業技術Ⅲ」について確認があり、

含まれる職種として「海洋技術、職業訓練、写真、無線通信、理工技術」があること、実

態として当該職種の採用者数を平成 10 年代以降絞っていることもあり、ほとんど対象者

がいないことを説明した。 

 

審議の結果、委員全員の賛成により、原案のとおり決定した。 

  



第 16 号議案  「職員の採用・昇任等に関する一般基準」等の一部改正について 

 

標記議案について、事務局から、栄養士法改正に伴い、栄養士（見習）の職を設置する

ため、「職員の採用・昇任等に関する一般基準」の一部改正を行いたい旨、説明した。 

また、同様の理由により、任命権者から申請があった給与及び勤務時間・服務関係承認

事項における「医療系職員の免許取得前の採用について」の一部改正について申請のとお

り承認したい旨、説明した。 

 

 審議の結果、委員全員の賛成により、原案のとおり決定した。  



第 17 号議案  東京都規則の一部改正の承認について（勤務時間関係） 

 

標記議案について、事務局から、下記規則等の一部改正は、地方公務員の育児休業等に

関する法律等の改正に伴い、子育て部分休暇の拡充等のため、所要の改正を行う旨、説明

した。 

また、事務局から、各任命権者から申請のあった規則等を申請のとおり承認したい旨、

説明した。 

 

東京都規則等の一部改正 

1 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

2 学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

3 職員の育児休業等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

4 会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

5 東京都教育委員会会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する

規則 

6 東京都公立学校会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規

則 

7 東京都議会議会局会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

8 警視庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部を改正する規程 

9 東京消防庁会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規程の一部改正 

10 都立学校等に勤務する時間講師に関する規則の一部を改正する規則 

11 都立学校等に勤務する日勤講師に関する規則の一部を改正する規則 

 

委員より、制度の拡充によって、キャリアと育児の両立が可能になる面がある一方、制

度の活用が女性に偏る傾向が強まる懸念があるため、男性の活用も促進してほしいとの意

見があり、また、両立支援制度に関する職員に対する周知、特に、管理職に対する周知を

十分に行い、理解を高めてほしいとの意見があった。 

 

審議の結果、委員全員の賛成により、原案のとおり決定した。 

  



 

<以下、非公開案件> 

第 18 号議案  任期付職員の採用の承認について 

 

次回開催日程について 

次回委員会は、令和７年７月４日（金）午後２時 00 分から開催することとした。 


